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放射線業務従事者は全国で有効な資格ではあ
りません

教育訓練は事業所ごとに受けなければ
ならない ( The radiation safety 

training is required to take at each 
laboratory.) 



放射線障害防止法における教育
訓練の位置づけ
放射線障害防止法　施行規則　第4章　第21条の2 

法第二十二条 の規定による教育及び訓練は、次の各号に定めるところによる。 

(2) 放射線業務従事者に対する教育及び訓練は、初めて管理区域に立ち入る前及び管理
区域に立ち入つた後にあつては一年を超えない期間ごとに行わなければならない。 

(4) 前二号に規定する者に対する教育及び訓練は、次に定める項目について施すこと。 

放射線の人体に与える影響 (新規30分) 

放射性同位元素等又は放射線発生装置の安全取扱い(新規4時間) 

放射性同位元素及び放射線発生装置による放射線障害の防止に関する法令(新規1

時間) 

放射線障害予防規程(新規30分) 

前項の規定にかかわらず、同項第四号又は第五号に掲げる項目又は事項の全部又は一部に関し
十分な知識及び技能を有していると認められる者に対しては、当該項目又は事項についての教
育及び訓練を省略することができる。

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%93%f1%96%40%88%ea%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%96%40%91%e6%93%f1%8f%5c%93%f1%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002200000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002200000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000002200000000000000000000000000000


今日の講習は核物理研究センターで放
射線従事するためのものです。



文部科学省から原子力規制委員会への業務移管 
( from Ministry of education culture sports science and technology to Nuclear Regulation Authority)
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(Ministry of education culture sports 
science and technology)

(Nuclear  Regulation Authority) (Nuclear  Regulation Authority)

(Radiation regulation)

(Radiation regulation)



平成24年4月放射線障害防止法改正の概要

クリアランス制度の導入 

きわめて低レベルの放射性廃棄物については障害防止法の規制から
免除し、産廃として処分できるようにする 

放射化物の規制 

放射化物が新たに規制・管理対象となる 

廃止措置の強化 

廃止の届出手続きの仕方が変わる 

その他 

用語、文字の変更等

(Activated materials are newly controled by low)



放射化物の管理
放射化物保管設備 (activated materials storage) 

放射線発生装置から発生した放射線により生じた放射線を放出す
る同位元素によって汚染された物（放射化物）で、 

放射線発生装置をを構成する機器又は遮蔽体として用いた物を保
管する場合に必要 

耐火構造の容器、または、汚染が広がらない措置 

標識が必要 

排気設備 (ventilation) 

濃度限度以下にする（インターロックで人が入れないときを除く）

(放射化物保管設備)

(Control of activated materials)



1.放射化物については、放射線発生装置から取り外した時点からその管理が必要
となる。 

2.核子当たりの最大加速エネルギーが2.5MeV未満のイオン加速器（以下省略） 

3.医療用直線加速装置のうち、(以下省略) 

4.医療用直線加速装置のうち、(以下省略) 

5.工業用直線加速装置については、(以下省略) 

6.自己遮蔽を備えた医療用サイクロトロンについては、(以下省略) 

7.上記②～⑥以外の放射線発生装置及びその周辺設備等については、原則として
放射化物とする。ただし、信頼できる実測データ、計算結果等により放射化物
として取り扱う必要がないことが確認※1できたものについては、放射化物と
しないことができる。 

※1： 放射化物として取り扱うか否かの判断は、放射性汚染物の確認制度の導入
に伴って告示として規定した放射能濃度及びその設定の考え方が参考となる。



記帳
受入、保管、払出 

放射化物保管設備における保管に関わる放射化物の種類及び数
量 

放射化物保管設備における放射化物の保管の期間、方法及び場
所 

放射化物保管設備における放射化物の保管に従事する者の氏名 

受入、払出では 

核種、数量 

年月日、相手方の氏名又は名称



放射化物の加工
敷物、受け皿その他の器具を用いることにより、
放射線を放出する同位元素による汚染の広がりを
防止すること。 

作業終了後、当概作業により生じた汚染を除去す
ること。 

汚染除去が終了していることを放射線測定器に
より確認する必要がある。 

記帳義務はないが、記録が必要
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譲渡・運搬

放射化物は再利用することを条件に譲渡が可能 

受入、払出の記帳 

廃棄は廃棄業者に。 

ターゲットの貸し借りの取扱い 

運搬は（非密封）線源同様の基準 

容器に封入 

容器ごと（A型、L型…）に決められた基準を満たす 

ターゲットの貸し借りの取扱い



健康診断

放射線障害防止法 

1年を超えない期間ごと 

電離則 

6月ごと

Health check

Act on Prevention of Radiation Disease Due to Radioisotopes, etc.

Ordinance on Prevention of Ionizing Radiation Hazards

every year

every 6 month



管理区域に関わる遵守事項
管理区域に一時的に立ち入る者は、主任者の許可を得なければならない。 

立入者は、管理区域への立入りに際し、次の各号に掲げる事項を遵守しな
ければならない。 

個人被ばく線量計等の適切な放射線測定器を着用して、継続して被ば
く線量を測定すること。（以下略） 

退出する時は、汚染検査室において身体、衣服及び履物等の汚染の有
無を調べ、汚染のある時は、除染を行い、もし除染が出来ない場合は
主任者の指示に従うこと。 

管理区域で使用した機器は、みだりに当該区域から持ち出してはなら
ない。やむを得ず持ち出す場合は、汚染の状態を検査して、表面密度
限度の１／１０以下であることを確認する。



一時立入者に関するお願い
主任者の許可 

教育訓練 

法令上求められている
が、項目、時間数の指
定はない。 

立ち入る場所に応じて、
受入者で実施 

被曝測定 

原則、ポケット線量計
を着用
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核物理研究センター放射線障害防止予防
規定



法令改正への対応 

放射化物管理に関すること 

記帳 (2012年度からすでに開始) 

放射化物保管設備(2013.7設置) 

放射化物用廃棄設備(2013.7設置) 

管理区域内での飲食 

絶対禁止　から　原則禁止 

学内組織変更のため、緊急連絡体制の変更







放射化物保管設備・保管廃棄設備
(Storage for activated materials and for activated waste materials)

西実験室北西
(North-west of West experimental hall)

東実験室南西
(South-west of east experimental hall)

放射化物用保管廃棄設備
(Storage for activated waste materials)



核物理研究センターの放射線管理区域 

第1種管理区域　(primary radiation control area) 

加速器、密封・非密封放射性同位元素 

放射線発生装置使用室 

放射性同位元素使用室 

放射化物保管設備 

第2種管理区域 

密封放射性同位元素 

放射性同位元素使用室

(Accelerator, sealed and un-sealed radio isotopes)

accelerator experimental room

radio isotope experimental room

storage for activated materials

sealed radio-isotopes

secondary radiation control area

radio isotope experimental room
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AVF Building 2F
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AVF Building 2F
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AVF Building 2F

第2種管理区域



密封放射性同位元素 

Co-60 185 MBq 1個 

Sr-90 37 MBq 1個 

168 hour/week 
2184hour/3month

AVF Building 2F

第2種管理区域



AVF本体室 (AVF cyclotron hall) 

リング本体室 (Ring cyclotron hall) 

西実験室 (west experimental hall)  

東実験室 (east experimental hall) 

中性子実験室 (Neutron experimental hall) 

管理区域入口 (gate of radiation control area)

入退管理システム
Card reader

fingerprint

LED

(blue/light blue ) or (blue/yellow)

青/水色 青/黄
permitted
入室可能

red/black

赤/黒
Not permitted
入室禁止

suica, iccoca, PiTaPa, 
EX-ID, ANA card 
Edy, WAON, nanaco, 
RIKEN ID, Spring-8 ID (Sony felica)



耐震工事前のインターロッ
クシステム

• 1973年より使用	  

•ハードリレー回路	  

•年々マイナーチェンジ	  

•図面は竣工時と1992年のみ	  

•配線を追えない



インターロックに組み込ん
でいる機器

扉リミットスイッチ 安全スイッチ
安全キー

ビームシャッター 自動表示等



新インターロックシステム
の考え方

• インターロックをくむのではなく、情
報を集める	  
–各実験室にPLCを配置し、個々の接点を入
出力	  

–室間は光ファイバでPLC同士を接続し、1つ
のCPUでソフトウェア管理を行う。	  

–PLCはイーサネット上にあり、収集・制御
する情報をPCからアクセス可能とする。	  

• ハードウェアグラフィックパネルを廃



M実験室 本体室

N実験室

N実験室

M実験室 本体室

CPU

中性子実 本体室

東実験室

西実験室

管理室 地下廊下

CPU

光ファイバー

ワイヤー

加速器制御系

イーサネット
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Safety key

安全キー
RS開

open

RS操作
operation





安全スイッチ
safety switch





屋上 
6月 

X/γ 0.08 mSv 
n 0.2 mSv 

イオン源 
5月 X/γ 0.09 mSv 

7月 X/γ 0.23 mSv 

管理区域境界にあたっては1.3 mSv/3月を超えないこと 

事業所境界及び人が居住する区域にあたっては250 uSv/3月を超えないこと

環境線量測定（千代田テクノル）



放射線取扱主任者試験
毎年8月中旬～下旬　 (2日間) 

平成23年度 

会場：大阪商業大学 (8/22,23) 

受験料：¥13,900 

合格率 23.2% (978/4218)　大阪会場22.4%  RCNP 20%(1/5) 

試験課目 

物理学、化学及び生物学のうち放射線に関する課目（6問、択一式） 

物理学のうち放射線に関する課目（30問、択一式） 

化学のうち放射線に関する課目（30問、択一式） 

放射性同位元素及び放射線発生装置による放射線障害の防止に関する管理技術
並びに放射線の測定技術に関する課目（6問、択一式） 

生物学のうち放射線に関する課目（30問、択一式） 

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律に関する課目（30問、
択一式）　改正法令

テキスト



主任者の種別 事業者

第1種

第1種

以下の許可使用者 

・非密封放射性同位元素 

・放射線発生装置 

・10テラベクレル以上の密封放射性同位元素 

許可廃棄業者

第2種

第2種 下限数量の1000倍を超え10テラベクレル未満の密封放射性同位元
素の許可使用者

第3種
下限数量の1000倍以下の密封放射性同位元素の届出使用者 

届出販売業者(取扱が非実物、取扱実物は許可届出使用者) 

届出賃貸業者(取扱が非実物、取扱実物は許可届出使用者)

不要 表示付認証機器の届出使用者 

表示付特定認証機器の使用者

医療用以外の用途（例：鋳物等の非破壊検査）において1MeV未満の出力のエックス線を用いる場合、労働者の中
からエックス線作業主任者を選任することが必要

鋳物製品等の品質検査においてガンマ線を用いて写真撮影を行う場合、労働者の中からガンマ線透過写真撮影作
業主任者を選任することが必要

以上、Wikipediaより

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A8%E3%83%83%E3%82%AF%E3%82%B9%E7%B7%9A
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AC%E3%83%B3%E3%83%9E%E7%B7%9A




4月から変わったこと



4月から変わったこと

オフレコです。



第1条（目的）



第1条（目的）

この法律は、原子力基本法(昭和30年法律第186号)の
精神にのっとり、放射性同位元素の使用、販売、賃貸、
廃棄その他の取り扱い、放射線発生装置の使用及び放
射性同位元素又は放射線発生装置から発生した放射線
によって汚染された物(以下「放射性汚染物」とい
う。)の廃棄その他の取り扱いを規制することにより、
これらによる放射線障害を防止し、公共の安全を確保
することを目的とする。


